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平成２１年度 第３回

大阪府・大阪市経済動向報告会

第１部： 最近の大阪経済の動向 資料

『混沌とした大阪経済を俯瞰する』

平成21年10月27日

財団法人大阪市都市型産業振興センター

経済調査室長 徳田 裕平

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 1

【本日の話題】

✰ この２年の景気認識を振り返る

✰ 景気動向データが語るトレンドから読み取る

✰ 月次オーダーで大阪経済を俯瞰する

✰ 不況からの脱却の道筋はいかに
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年月 【国（内閣府）】 【近畿（日銀大阪支店）】 【大阪市】 【経済調査室のフェーズ】 年月

07年10月 07年10月

11月 11月

12月 12月

08年 1月 08年 1月

2月
このところ回復が緩やかになってい

る
2月

3月 3月

4月 4月

5月 5月

6月 6月

7月 7月

8月 8月

9月 9月

10月 弱まっている 停滞している 10月

11月
弱まっている。・・・下押し圧力が
急速に高まっている

停滞している 11月

12月 悪化している 停滞色を強めている 12月

09年 1月 急速に悪化している 悪化している 09年 1月

2月 2月

3月 3月

4月 4月

5月
厳しい状況にあるものの、このところ

悪化のテンポが緩やかになっている
5月

6月
厳しい状況にあるものの、一部に持
ち直しの動きがみられる

厳しい状況にあるが、悪化の

テンポは和らいできている
6月

7月 7月

8月 8月

9月

失業率が過去最高水準となるなど厳し

い状況にあるものの、このところ持
ち直しの動きがみられる

なお厳しい状況にあるが、下
げ止まっている

9月

10月
景気は,持ち直してきているが、自

律性に乏しく、失業率が高水準にある
など依然として厳しい状況にある。

雇用面などに厳しさを残しつ

つも、持ち直しの動きがみ
られる。

このところ一部に弱さが見られるもの

の、回復している

一部に弱さが見られるものの、回復
している

景気回復は、このところ足踏み状態に

ある

景気回復は足踏み状態にあるが、この
ところ一部に弱い動きがみられる

このところ、弱含んでいる

急速な悪化が続いており、厳しい状

況にある

厳しい状況にあるものの、このところ

持ち直しの動きがみられる

なお厳しい状況にあるが、下
げ止まりつつある

大幅に悪化しており、厳しい

状況にある

大幅に悪化している

緩やかに拡大している

一部に減速の動きがみられる

が、基調としては緩やかに拡
大している

減速している

「年末需要で業況は盛り返すも、『踊
り場』の様相が強まる」

「経済環境急変に伴う新たな均衡へ向
けた調整過程が進行」

「コストプッシュにより一部の企業で
価格転嫁が進展」

<フェーズⅠ>
金融バブル崩壊の兆
候現れるも大事に至
らない潜伏期

<フェーズⅢ>
外需依存型の日本の実
体経済が急縮し、製造

業が狼狽した最悪期

<フェーズⅡ>
金融バブル崩壊が露呈
し、投機マネーが世界

を翻弄した激震期

「景気悪化は業種・規模を問わず
急拡大」

「景気は底入れの兆候が見られるもの
の、依然厳しい水準」

「内外需の弱さと原油価格の反落で
方向感が定まらない不安定状態」

「需要の急激な縮退により大企業中心
に業況等が 急降下」

<フェーズⅣ>
緊急経済対策の効果が
徐々に現れるも、展望

が不透明な底入れ期「景気は下げ止まりつつあるものの、
なお厳しい水準」

エアポケット的に

・総崩れ

・異次元の世界へワープ

するトンネルに突入

回避すべきフェーズⅤ：
有効需要が見出せず、倒産増、

失業者増に陥る不況スパイラル期

■■１ この２年の景気動向を振り返る 各種機関での業況総括判断推移の比較

目指すべきフェーズⅤ：
潜在需要に応える新たな

社会構築に向けた
革新的スパイラル期
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国内総生産

（実質）（兆円）

国内総生産

（名目）（兆円）

成長率

（実質）（％）

成長率

（名目）（％）

（年度）

（総生産：兆円） （成長率：％）

アジア通貨危機 ＩＴバブル崩壊
（１）2007年度までは

本当に経済は成長
していたのか？

実質経済成長率は
本当に正しい見方
なのか？

■■２ 景気動向データが語るトレンドから読み取る

（出所）「景気ウォッチャー
調査 平成21年9月調査
結果」内閣府

（資料）
「国民経済計算」
内閣府

国内総生産の推移と成長率の動向

（出所）「景気動向調査」内閣府

景気動向指数（ＣＩ）の推移

06/03
先行ﾋﾟｰｸ：

06/05

遅行ﾋﾟｰｸ：
07/01

07/03

景気の現状判断DI
（年度）

09/01

ＤＩ＝50が中立ライン



3

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 4

■■２ 景気動向データが語るトレンドから読み取る

（２）全国の名目ＧＤＰ（季節調整値）の推移と調査機関の経済予測

国内総生産（名目季節調整値）
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1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 平均 平均

2007 2008 2009 2010

（兆円）

(

月
年

)

-3.5％

-3.9％ 民間調査
機関平均

+0.4％

-6.9％
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2002 03 04 05 06 07 08 09

製造業

非製造業

大企業

中小企業

全体

プ
ラ
ス
成

長

マ
イ
ナ
ス
成
長

（
期

年

）

(

見
通
し

)

→

景気回復
局面入り

景気後退
局面入り

■■２ 景気動向データが語るトレンドから読み取る

（３）季節調整後の対前期比景況判断

（注）季節調整方法については経済調査室のＨＰに掲載

定義上からは±０であるが、市民経済計算と
の対応から－２０を景気の分岐レベルに設定

大阪市
成長率 －1.9％ －0.5％ ＋1.3％ ＋1.3％ ＋0.3％
（名目）



4

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 6

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

-50 -40 -30 -20 -10 0 10 20 30 40

1～3月
4～6月

7～9月
10～12月

季節調整後

▲：2003 △：2007

○：2004 ●：2008
■：2005 ＊：2009

◆：2006

急後退

後退持続

下げ止まり
（踊り場）

弱含み

後向きな
足踏み

底打ち
確認

安定状
態

反
動
減

反
動
増

天井打ち
確認

前向きな
足踏み

強含み

急成長

成長持続

上げ止まり
（踊り場）

対前年同期比ＤＩに関する前年同期との差
分

対
前
期
比
D
I
に
関
す
る
前
期
と
の
差
分

（４）前年同期比と前期比を組み合わせた「景気動向クロス判定による現状評価」

① 2003は強含み状態が持続
しているため、回復局面

が近づいている

③ 2009になって3期続いて下げ止まり状態に位置
しているが、前年比では－25ﾎﾟｲﾝﾄ超の状況が
続いており、底打ち確認とは断定できず

対前年同期比DIに関する前年同期との差分

対
前
期
比
Ｄ
Ｉ

に
関
す
る
前
期
と
の
差
分

② 2007・Ⅲ期より弱含み状態になり、その後
も前年比で－10ﾎﾟｲﾝﾄ超の状況が続くため

後退局面入りと判断

■■２ 景気動向データが語るトレンドから読み取る
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上昇 上昇 順調 不足

下落 下落 窮屈 過剰

製・商品単価

原材料価格

資金繰り 雇用状況

業況や売上はＩＴバブル崩壊時の
過去最低を下回る水準付近で低迷

原材料価格が反転急落し
競争激化もあって単価は
過去最低水準付近で低迷

フロー的

ＶＳ

ストック的

単価を下げても不況で数量
が伸び悩み、営業利益は
赤字が続く状況が深刻化

キャッシュ不足が
深刻化するも金融機関
は追加融資には慎重

厳しい受注
状況で過剰感

は高まるも人員
削減は進まず

（５）大阪市企業アンケートからみる主要指標のＤＩの変化（平成20年7-9月～21年7-9月）

（出所）「大阪市景気観測調査
結果」大阪市経済局

■■２ 景気動向データが語るトレンドから読み取る

増加 黒字 上昇

減少 赤字 下降下降

上昇

出荷・売上高

※参考
（前期比・季節調整）

（前年同期比）（前期比）

営業利益判断 営業利益水準
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60 平成14年の調査開始以降最高期（17年10-12月）（※今般の不況期を除く）

平成14年の調査開始以降最低期（14年1-3月）（※今般の不況期を除く）

来期の見通し

〔凡例〕

業況判断

前期比業況判断（季節調整後 図表18参照）において

来期の見通し

×21年10-12月
●21年7-9月
＊21年4-6月
△21年1-3月

□20年10-12月
◇20年7-9月
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（１）毎月の指標で見る大阪市経済
Ⅰ 需要（支出）セクター

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

1.貸ビル貸室
面積

底入れ

1.完全失業率（色逆）
※大阪府（四半期） 近畿

Ａ．雇用状況

2.一般職業紹介状況
有効求人数
有効求職者数（色逆）
有効求人倍率

2.所定外労働時間※大阪
府

Ｂ．雇用環境

4.着工新設住
宅戸数

影 響

Ⅱ 供給（生産）セクター

影 響

（来訪者）
2.地下鉄・ニュー
トラム乗車人員

（来訪者）
3.延べ宿泊者
数※大阪府

1.人口(世帯数）

3.定期給与※大阪
府

3.機械受注額
※全国

（生産活動）
9.鉱工業生産指数
※大阪府
10.ガス消費量
※大阪府

(

工
業
系)

3.商品手持額
※四半期末

1.卸売業販売
額指数※全国

2.中央卸売市
場取扱高

4 5 6 7
↘ ↘ ↗ ↗

(

商
業
系)

6.第3次産業指数
《対事業所サービ
ス業》※全国

4.貸ビル利用
稼動面積

空室率（色逆）

5.企業向けサー
ビス価格指数
※全国

5 6 7 8
↗ ↗ ↗ ↗

5 6 7 8
↘ ↗ ↘ ↘

4 5 6 7
↘ ↘ ↗ ↗

(

サ
ー
ビ
ス
業
系)

11.企業倒産件
数 （色逆）

2.産業用建築
物着工床面
積※大阪府

(

総
合)

5 6 7 8
↘ ↗ ↗ →

8.企業物価指
数※全国

（資金需要）
12.銀行貸出残高
13.保証承諾額

（色逆）

3 4 5 6
↗ ↘ ↘ ↗

9 12 3 6
↘ ↗ ↘ ↗

7. 宿泊施設
定員稼働率

3 4 5 6
↗ ↘ ↘ ↘

5 6 7 8
↘ ↘ ↗ →

4 5 6 7
↗ ↗ ↘ ↗

4 5 6 7
↘ ↘ ↗ ↗

4 5 6 7
↘ ↘ ↗ ↘

5 6 7 8
→ ↗ ↗ ↗

1.常用雇用指数※大阪
府 4 5 6 7

↗ ↘ ↗ ↗
4 5 6 7
↗ ↘ ↘ ↗

4 5 6 7
↗ ↘ ↗ ↘

7-9 10-12 1-3 4-6
↗ ↘ ↘ ↗

5 6 7 8
↘ ↗ ↗ ↗

4 5 6 7
↘ ↘ ↗ ↗
↗ ↗ ↗ ↗
↘ ↘ → ↘

3.消費者物価指数

4.家計消費支出

（市内消費）
1.大型小売店販
売額 《スーパー》

2.大型小売店販
売額 《百貨店》

5 6 7 8
↘ ↘ ↘ ↗

5 6 7 8
↘ ↗ ↘ ↗

5.第3次産業指数
《対個人サービス
業》※全国

4 5 6 7
↗ ↘ ↘ ↗

（域外需要）
7.国内総生産
※四半期

（海外需要）
6. 輸出額
※大阪港、関空

5 6 7 8
↘ ↗ ↗ ↘

7-9 10-12 1-3 4-6
↘ ↘ ↘ ↘

内
需

外
需

一
般
消
費

8.生活保護受給者数
（色逆）

9.雇用保険受給者数

（色逆）

3 4 5 6
↗ ↗ ↗ ↗

4 5 6 7
↗ ↗ ↗ ↗

(

政
府
支
出)

(

民
間
支
出)

4 5 6 7
↘ ↘ ↗ ↘

4 5 6 7
↘ ↘ ↗ ↘

3 4 5 6
↗ ↘ ↘ ↘

4 5 6 7
↘ ↘ ↗ ↘

4 5 6 7
↘ ↗ ↘ ↗

4 5 6 7
↘ ↘ ↗ ↗

4 5 6 7
↗ ↘ ↗ ↘

6 7 8 9
→ → → →

※凡例と図の見方は次ページ

影 響

5 6 7 8
↗ ↘ ↘ ↗

5 6 7 8
↗ ↘ ↘ ↘

■■３ 月次オーダーで大阪経済を俯瞰する

Ⅲ 雇用・所得セクター
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↗
→

↘

前月（期）と比較して増加

前月（期）と比較して横ばい※0.05%未満の変化

前月（期）と比較して減少

■矢印の見方

景況にマイナスの方向

景況に変化なし

景況にプラスの方向

■色の見方

■直近4ヶ月の大阪市経済の変化を読む

図では、経済情勢を俯瞰するために、Ⅰ需要（支出）、Ⅱ供給（生産）、Ⅲ
雇用・所得の３つのセクターに分けて整理した。

Ⅰ 需要（支出）セクター
A.顕在需要は、一般消費（小売・サービス等最終消費者向け）等や輸出等
の需要を中心とした民間支出と、大阪市等による政府支出によって需要の
動向を表す。
B.潜在需要は顕在需要に影響を与える数字を表す。

Ⅱ 供給（生産）セクター
A.稼動水準は、卸を中心とした商業系、事業所を対象とするサービスを提
供するサービス業系、製造業を中心とした生産活動を行う工業系、倒産件
数や資金需要など産業活動を総合的に捉えた総合の４分類で、供給の動
向を表す。
B.建物・設備は、各産業活動の稼動水準に影響を与える建物・設備等の
状況を表す。

Ⅲ 雇用・所得セクター
Ａ．雇用状況は、雇用者サイドから、Ｂ.雇用環境は被雇用者サイドから、

雇用・所得の状況を表す。

図の見方凡例

■大阪市とそれ以外の指標

指標はなるべく大阪市の範囲に近いものを優先して掲載しているが、大
阪市の指標がないものは、大阪府、近畿、全国などの広範囲の指標も
代用している。

4.家計消費支出 5.第3次産業指数
《対個人サービス業》
※全国

◇大阪市の指標（枠は実線） ◇大阪市より広域の指標（枠は破
線）

例＞ 例＞

◎ただし、以下の７つの指標については矢印と色の対応が逆になっている。
生活保護受給者数、雇用保険受給者数、貸ビル利用空室率、
企業倒産件数、保証承諾額、完全失業率、有効求職者数

逆になっている指標は、「（色逆）」で示している。
表記なしの場合 （色逆）の場合↗ ↘ ↘ ↗

Ⅰ需要（支出）セクター

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

底入れ

Ⅲ雇用・所得セクター

Ａ．雇用状況 Ｂ．雇用環境

影 響

Ⅱ供給（生産）セクター

影 響

(

工
業
系

)
(

商
業
系

)
(サ

ー
ビ
ス
業
系

)
(

総
合

)

内
需

外
需

一
般
消
費

(政
府
支
出

)
(

民
間
支
出

)

影 響

Ⅰ需要（支出）セクター

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

底入れ

Ⅲ雇用・所得セクター

Ａ．雇用状況 Ｂ．雇用環境

影 響

Ⅱ供給（生産）セクター

影 響

（工
業
系
）

（
商
業
系
）

（サ
ー
ビ
ス
業
系
）

（
総
合
）

内
需

外
需

一
般
消
費

（政
府
支
出
）

（
民
間
支
出
）

影 響

4.家計消費支出 月（1-3等の場合は四半期）

前月（期）比で上昇(↗)・横ばい(→)・下
降(↘)を区分し、色にて意味を表現

番号．指標名

3 4 5 6

↗ ↘ ↘ ↗
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需要面では、家計消費や消費者物価などに回復の兆しが見られるが、逆に回復傾向にあった輸

出増加が一服するなど、動きは一定しない。供給面も安定感に欠け、大阪府の鉱工業生産は上昇

したものの、市内企業の倒産が増加するなど、景気回復への広がりと力強さに欠ける。雇用面で

は、求人数が微増したものの、求人倍率はわずかに低下し、雇用環境の改善には至っていない。

（２）大阪市経済の動向（2009年9月）

【Ａ．稼動水準】
✧商業系 全国の卸売業販売額（７月）は微増に留まり、低

水準。
✧サービス業系 貸ビル賃料の下落はいったん落ち着いた

ものの、空室率は上昇中。全国のサービス価格（８月）は
下落、対事業所サービス業指数（７月）の増加は鈍化し、
低調。新型インフルエンザの影響等でホテルも低稼働率。

✧工業系 大阪府の鉱工業生産（７月）はわずかに上昇す
るも、一進一退。

✧総合 倒産件数（８月）は３ヶ月ぶりに増加。銀行貸出（８
月）は緩やかな減少傾向で、保証承諾額（７月）も減少し、
世界金融危機以前の落ち着きを取り戻しつつある。

【Ｂ．建物・設備】
貸ビル延床面積（８月）は引き続き増加し、大阪府の着工
建築物(７月)は大幅減少。

Ⅰ 需要（支出）セクター
【Ａ．顕在需要】

✧一般消費 大型小売店の販売額（７月）は増加、
家計消費も増加（８月）。８月の消費者物価は若干
の上昇。

✧輸出等の外需 輸出（８月）は、大阪港では増加傾
向にあるものの、関空では減少に転じたため、合計
では減少へ。

✧政府支出 生活保護、雇用保険ともに受給者数の
増加がさらに著しくなっている。

【Ｂ．潜在需要】

人口・世帯数は概ね横ばいながら、着実に微増。着
工新設住宅戸数(７月)は減少し、より厳しい水準で

低迷。新型インフルエンザの影響で宿泊数は激減。

Ⅱ 供給（生産）セクター

【Ａ．雇用状況】 大阪府下では、常用雇用や残業（７月）は若干回復するも、定期給与は微減（７月）。

【Ｂ．雇用環境】 求人数(７月)は若干の増加が見られるが、求職者数（７月）の増加がそれを上回り、

需給バランスは悪化しており、求人倍率（７月）はさらに低下。

Ⅲ 雇用・所得セクター

景気は下げ止まりつつあるものの、回復力は弱く、雇用環境の厳しさは改善されず

■■３ 月次オーダーで大阪経済を俯瞰する

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 11

供給 最終需要 消費者

人
的
体
制

設
備
的
体
制

非
正
規

正
社
員

海
外
向
け

国
内
向
け

廃業・
倒産

失
業
者
増

希
望
退
職
等

企業

セクター： 財・サービス 支払い

製造業 非製造・
非建設業

70.3兆円

151.2兆円

富
裕
層

事業失敗

・資源価格下落
・投機損失
・利益減少

高所得者層

中所得者層

低所得者層

(低) 収入 (高)

人
数

・事業収益低迷
・株価下落

経営者
倒産

失業増

賃金・残業
・賞与減

派遣単価
下落

59.7兆円

148.7兆円

356.6兆円

350.8兆円

21.9兆円

18.6兆円

（商社・海運等）

凡例

黒字：2007年度（名目）
赤字：2008年度（同二次速報、

四半期は季節調整値の
四半期相当額）

注：ともに、産業別内訳は2005年
の産業連関表をもとに推計

国
内

海
外

雇
い
止
め
等

（前年度比：－15.1％）
（1-3月期前年比：-43.7％、計-10.7兆円）
（4-6月期前年比：-37.9％、計-8.8兆円）

（前年度比：－1.8％）
（1-3月期前年比：-5.2％、計-6.6兆円）
（4-6月期前年比：-6.0％、計-7.7兆円）

製造業
建設業

非製造・
非建設業

（１）最近の不況の構造と需要量の変化

前期比
1-3月期
：-5.4％
4-6月期
：-0.8％

閉
鎖

閉
鎖

■■４ 不況からの脱却の道筋はいかに
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（２）想定される（元請け）企業の経営改善努力

■■４ 不況からの脱却の道筋はいかに

＜ 好 況 期 ＞ ＜ 不 況 期 （ 需 要 急 縮 期 ）＞
対 策 例 他社･他業種･雇用者などへの影響例

①原価・委託費低減要請 ・納入・下請企業の受注額減少 ⇒ 利益圧迫

②一括調達方式への変更
・納入・下請 ⇒ 選別漏れ企業 ⇒ 廃業
企業の選別 の受注急減

③海外調達への変更 ・納入・下請企業の受注額急減 ⇒ 廃業

④ＰＢ商品への代替促進 ・広告関連産業の受注額減少

受 ⑤粗悪材料等での代替 ・高品質材料納入企業の受注額減少

外注費 ⑥内製化による業務量確保 ・下請企業の受注額急減 ⇒ 廃業

注 労務費
・パート、派遣等のリストラ
・正社員の給与・賞与カット

・失業者増加 ⇒ 個人消費 ⇒ 社会保障費増加
・社員の収入減少 ⇒ の冷え込み

減価償却費
・工場・事業所の縮小・閉鎖
・新規機種等への代替延期

・大量失業者発生 ⇒ 個人消費↓ ⇒ 社会保障費↑
・設備投資関連産業の受注額減少

額 その他（交通費等） ・出張費等の節約 ・ホテル・タクシー業界、旅行業等の売上減少

・パート、派遣等のリストラ ・失業者増加 ⇒ 個人消費 ⇒ 社会保障費増加

・正社員の給与・賞与カット ・社員の収入減少 ⇒個人消費 の冷え込み

減価償却費 ・本社等売却・賃貸へ移転 ・不動産業のビジネスチャンス増加

地代家賃 ・営業所等の拠点集約化 ・貸しビル業の空室率上昇 ⇒ 利益圧迫

運賃荷造費 ・物流コスト低減要請 ・物流業者の受注額減少 ⇒ 利益圧迫

広告宣伝費 ・広告宣伝費の抑制 ・広告関連産業の受注額減少

交際費 ・交際費の抑制 ・歓楽街の売上減少

その他 ・教育研修費の抑制 ・社員教育関連産業の受注額減少 ⇒ 利益圧迫

・国・地方の法人関連税収の減収

営業外収益

営業外費用（支払利息等） ・有利子負債の圧縮 ・納入企業の売掛金回収遅れ、手形サイト長期化

営業外利益

営 業 利 益

営

業

損

益

営
業
外

損
益

売
上
原
価

販
売
管
理
費

人件費

商品仕入原価

材料費

外
部
支
払
費

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 13

定額給付金

公共投資推進

（２） 最近の経済情勢と政府の追加経済対策

〔海外資源セクター〕 〔供給セクター〕 〔国内需要セクター〕
〔行政セクターの主な経済対策〕

住宅ローン減税

太陽光発電の買電

研究開発税制拡充

家計全般

耐久消費財

住宅投資

公共インフラ

企業設備投資

企業全体の雇用

素材産業・部品メーカー

最終製品メーカー

デベロッパー

建設業

メーカー中心に全産業

金融業

原油・鉄鉱石等
資源セクター

欧米

中国

産油国

〔海外需要セクター〕

海
外
需
要
は
低
迷
（一
部
回
復
）

消費力低下

倒 産／リストラ

雇い止め

採用手控え
給与・賞与カット

半製品等
価格下落 PB商品化

グリーン製品
シフト

流

通

業

グリーン
製造シフト

他は様子見

地価下落

建築単価下落

発注

融資

融資

昨年度より下落

（急落後、小康状態）

低迷持続

減速するも
成長軌道

急膨張後
中断

〔民主党政権〕

子ども手当
出産一時金

暫定税率廃止
高速道路無料化？

中小企業支援強化

手当付職業訓練制度
最低賃金引上げ
ワークバランス

ＣＯ２排出量取引市場
創設

公共事業見直し
削減

期限で

打ち切り？

継続・拡充

日常消費財・サービス

■■４ 不況からの脱却の道筋はいかに

運輸業
輸送コスト節約

調達
コスト
低減化

グリーン製品購入補助

（低燃費車、ＴＶ、
クーラー、冷蔵庫など）

公的資金提供

〔自民党政権〕

雇用維持

高速料金1000円化

中小企業向け
新保証制度

直接的対策 間接的対策


